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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第25期

第３四半期累計期間
第26期

第３四半期累計期間
第25期

会計期間
自  平成23年８月１日
至  平成24年４月30日

自  平成24年８月１日
至  平成25年４月30日

自  平成23年８月１日
至  平成24年７月31日

売上高 (千円) 2,792,188 2,822,656 3,240,181

経常損失（△） (千円) △1,626,934 △379,499 △5,176,220

四半期純利益又は四半期（当
期）純損失（△）

(千円) △1,127,096 3,514,324 △4,469,007

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 300,000 100,000 300,000

発行済株式総数 (株)

普通株式
10,023,508

Ａ種優先株式
8,916

Ｂ種優先株式
14,145

Ｃ種優先株式
2,160,476

Ｄ種優先株式
2,160,410

Ｅ種優先株式
138,822

普通株式
10,036,871

Ａ種優先株式
8,916

Ｂ種優先株式
13,980

Ｃ種優先株式
2,160,476

Ｄ種優先株式
2,160,410

Ｅ種優先株式
138,822

普通株式
10,023,508

Ａ種優先株式
8,916

Ｂ種優先株式
14,145

Ｃ種優先株式
2,160,476

Ｄ種優先株式
2,160,410

Ｅ種優先株式
138,822

純資産額 (千円) △996,247 △828,436 △4,342,027

総資産額 (千円) 7,226,704 44,574 3,160,382

１株当たり四半期純利益金額
又は１株当たり四半期（当
期）純損失金額（△）

(円) △112.68 350.37 △446.56

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円)

普通株式
―

（―）
Ａ種優先株式

―
（―）

Ｂ種優先株式
―

（―）
Ｃ種優先株式

―
（―）

Ｄ種優先株式
―

（―）
Ｅ種優先株式

―
（―）

普通株式
―

（―）
Ａ種優先株式

―
（―）

Ｂ種優先株式
―

（―）
Ｃ種優先株式

―
（―）

Ｄ種優先株式
―

（―）
Ｅ種優先株式

―
（―）

普通株式
―

（―）
Ａ種優先株式

―
（―）

Ｂ種優先株式
―

（―）
Ｃ種優先株式

―
（―）

Ｄ種優先株式
―

（―）
Ｅ種優先株式

―
（―）

自己資本比率 (％) △13.8 △1,862.9 △137.5
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回次
第25期

第３四半期会計期間
第26期

第３四半期会計期間

会計期間
自  平成24年２月１日
至  平成24年４月30日

自  平成25年２月１日
至  平成25年４月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 35.75 328.75

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．当社には関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。

３．第25期および第25期第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。

４．第26期第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

当社は、前事業年度まで５期連続で営業損失、経常損失を計上し、当第３四半期累計期間においても、３億

50百万円の営業損失、３億79百万円の経常損失を計上しました。また前事業年度に44億69百万円の当期純損

失を計上して43億42百万円の債務超過に陥りました。当第３四半期累計期間は35億14百万円の四半期純利

益を計上したものの債務超過を解消するまでには至らず、債務超過の額は８億28百万円となっております。

さらに、事業再生ＡＤＲ手続の中で全金融機関との間で合意した債務弁済計画案の一部について変更を余

儀なくされている状況にあります。これらにより、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又

は状況が存在しております。

また、前事業年度末において43億42百万円の債務超過となっているため、上場廃止基準に抵触しており、

平成25年７月末までに債務超過が解消されなかった場合には、上場廃止となる可能性があります。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当社は、平成25年５月22日付および平成25年６月14日付で借入を行いました。詳細は、「第４　経理の状況

　１　四半期財務諸表」の重要な後発事象をご参照下さい。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

（１）業績の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、世界景気が減速するなか東日本大震災からの復興需要

もあり、下げ止まりの兆しがみられます。さらに、平成24年12月の新政権誕生を契機にデフレ脱却に向け

た金融緩和と景気回復のための政策効果への期待感から、円高修正や株価の上昇などにより、景気回復の

マインドが高まりつつあります。

当社が属する不動産業界におきましては、首都圏の中古マンションの成約件数は平成24年３月から前

年同月比プラスを継続し、平成24年８月に前年同月比0.2％減と若干のマイナスとなったものの、その後

はプラスを維持し、特に平成25年２月は前年同月比13.6％増、３月は同13.0％増、４月は同18.7％増と２

桁増で推移しております。

一方、東京都心５区のオフィス空室率は平成24年６月の9.43％をピークに平成25年４月には8.54％へ

低下しておりますが、平均賃料は平成24年７月以降下落傾向が継続しており、オフィス市況はまだら模様

をみせております。

このような環境下、事業再生ＡＤＲ手続の対象となる不動産物件の販売に注力するなかで、当第３四半

期累計期間におきましては、当社保有の大型物件に対する引き合いがあり、価格面で折り合いをつけて売

却いたしました。

こうしたことから、当第３四半期累計期間における不動産売上高は27億６百万円となりました。ただ、

売却不動産について買主との交渉の結果簿価を切り下げ、売上総利益はマイナスとなっております。一

方、不動産賃貸収益等事業の売上高は当社保有不動産の売却に伴い保有不動産が減少し、受取賃料も減少

して、１億16百万円となりました。なお、当社保有不動産の売却に当たっては金融債権者とも交渉し、売却

代金から支払いきれない借入金の残代金について債務免除を受け、当第３四半期累計期間においては、38

億95百万円の債務免除益を計上しました。その他、特別損失として投資有価証券売却損１百万円を計上し
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ました。

以上の結果、売上高は28億22百万円（前年同期比1.1％増）、営業損失は３億50百万円（前年同期は16

億円の営業損失）、経常損失は３億79百万円（前年同期は16億26百万円の経常損失）、四半期純利益は35

億14百万円（前年同期は11億27百万円の四半期純損失）となりました。

セグメント別の状況は次のとおりです。

（不動産再活事業）

事業再生ＡＤＲ手続の対象となる不動産物件について買い手側と価格面での折り合いをつけ売却を促

進してきた結果、当第３四半期累計期間における売上高は27億６百万円（前年同期比9.7％増）、営業損

失は１億87百万円（前年同期は15億１百万円の営業損失）となりました。

（不動産賃貸収益等事業）

当事業においては当社が保有する不動産物件からの受取賃料を計上しておりますが、保有物件の売却

により保有物件数が減少し、受取賃料の額は減少しております。この結果、当第３四半期累計期間におけ

る不動産賃貸収益等事業の売上高は１億16百万円（前年同期比64.1％減）、営業利益は48百万円（前年

同期比68.9％減）となりました。

　

（２）財政状態の分析

（資産）

当第３四半期会計期間における総資産は44百万円となり、前事業年度末比31億15百万円の減少となり

ました。これは、主に当社保有物件の売却により販売用不動産が27億３百万円減少したことによるもので

あります。

（負債）

当第３四半期会計期間における負債の部は、８億73百万円となり、前事業年度末比66億29百万円減少し

ております。これは、金融機関からの借入金を返済したことや債務免除により、前事業年度末に比べて短

期借入金が58億72百万円、１年以内返済予定の長期借入金が76百万円、長期借入金が98百万円それぞれ減

少したことによるものであります。

（純資産）

当第３四半期会計期間における純資産は、当第３四半期会計期間において四半期純利益を35億14百万

円計上したものの、債務超過を解消するには至らず８億28百万円の債務超過（前事業年度末は43億42百

万円の債務超過）となっております。

　

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題　

当第３四半期累計期間において、当会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　
（４）研究開発活動

該当事項はありません。

　

（５）従業員数

当社は、平成24年７月５日付で希望退職者の募集を行い７名（不動産再活事業部門３名、不動産賃貸収

益等事業部門１名、全社共通部門３名）が応募し、平成24年８月31日付でその７名が退職しました。この

結果、平成25年４月30日における従業員数は平成24年７月31日の12名に比べて７名減少し５名となりま

した。
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（６）事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又

は改善するための対応策

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間末現在において当社が判断したものであります。

当社は、前事業年度まで５期連続で営業損失、経常損失を計上し、当第３四半期累計期間においても、３億

50百万円の営業損失、３億79百万円の経常損失を計上しました。また前事業年度に44億69百万円の当期純損

失を計上して43億42百万円の債務超過に陥りました。当第３四半期累計期間は35億14百万円の四半期純利

益を計上したものの債務超過を解消するまでには至らず、債務超過の額は８億28百万円となっております。

さらに、事業再生ＡＤＲ手続の中で全金融機関との間で合意した債務弁済計画案の一部について変更を余

儀なくされている状況にあります。これらにより、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又

は状況が存在しております。

当該状況を解消すべく当社は次の施策を実施しております。

①　事業再生ＡＤＲ手続の対象となる不動産の売却がすべて終了したことから、当社は今後人員を拡充

し、新規物件の仕入れ、販売にエネルギーを注力する方針です。

②　金融機関に対して平成24年７月末に弁済予定であった債務について、支払時期の繰り延べを要請しま

したが、平成25年７月期第１四半期累計期間において弁済しております。

③　平成24年７月に希望退職者の募集を行った結果、当社の従業員数は平成25年４月30日現在５名となっ

ております。これによる固定費削減効果は年間30百万円を見込んでおります。その他の販売費および一

般管理費についても事務所賃貸面積の縮小などにより一層の削減を進めてまいります。

④　当社は平成25年７月期末までに債務超過を解消しなければ株式会社東京証券取引所が規定する上場

廃止基準に抵触することから債務超過の解消策について検討しております。解消策が決定した場合は

速やかに発表する予定です。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 28,753,572

Ａ種優先株式 8,916

Ｂ種優先株式 26,701

Ｃ種優先株式 2,160,476

Ｄ種優先株式 2,160,410

Ｅ種優先株式 138,822

譲渡制限種類株式 1,818,182

計 35,067,079

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年４月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年６月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,036,87110,036,871
東京証券取引所
マザーズ

単元株制度は採用しておりませ
ん。

Ａ種優先株式 8,916 8,916 ―
単元株制度は採用しておりませ
ん。（注）２、３

Ｂ種優先株式 13,980 13,980 ―
単元株制度は採用しておりませ
ん。（注）２、４

Ｃ種優先株式 2,160,476 2,160,476―
単元株制度は採用しておりませ
ん。（注）２、５

Ｄ種優先株式 2,160,410 2,160,410―
単元株制度は採用しておりませ
ん。（注）２、６

Ｅ種優先株式 138,822 138,822 ―
単元株制度は採用しておりませ
ん。（注）２、７

計 14,519,47514,519,475― ―

(注) １  「提出日現在発行数」欄には、平成25年６月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。

２　Ａ種ないしＥ種優先株式は、現物出資（借入金の株式化　27,203百万円）によって発行されたものであります。

３  Ａ種優先株式の内容は次のとおりであります。

１. 剰余金の配当

(1) Ａ種優先配当金

当社は、期末配当金の支払いを行うときは、Ａ種優先株式を有する株主（以下「Ａ種優先株主」とい

う。）またはＡ種優先株式の登録株式質権者（以下「Ａ種優先登録株式質権者」という。）に対し、第７

項(1)の定める支払順位に従い、Ａ種優先株式１株につき下記(2)に定める額の金銭（以下「Ａ種優先配

当金」という。）を支払う。但し、当該期末配当金にかかる基準日の属する事業年度中の日を基準日とし

て下記(3)に定めるＡ種優先中間配当金を支払ったときは、当該Ａ種優先中間配当金を控除した額とす

る。

(2) Ａ種優先配当金の額

Ａ種優先配当金の額は、300,000円に、それぞれの事業年度毎に以下の年率（以下「Ａ種優先配当年率」

という。）を乗じて算出した額とする。但し、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入

する。

EDINET提出書類

株式会社アルデプロ(E04023)

四半期報告書

 7/35



　2011年度および2012年度＝0.1%

　2013年度および2014年度＝0.3%

　2015年度以降＝0.5%

(3) Ａ種優先中間配当金

当社は、中間配当金の支払いを行うときは、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対し、第７項

(1)の定める支払順位に従い、上記(2)に定める額の２分の１を限度として、取締役会の決議で定める額の

金銭（以下「Ａ種優先中間配当金」という。）を支払うものとする。

(4) 非累積条項

Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対して支払うＡ種優先株式１株当たりの剰余金の配当の

額がＡ種優先配当金の額に達しないときであっても、そのＡ種優先株式１株当たりの不足額は翌事業年

度以降に累積しない。

(5) 非参加条項

Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対しては、Ａ種優先配当金を超えて剰余金の配当は行わ

ない。

２. 残余財産の分配

(1) Ａ種優先残余財産分配金

当社の残余財産の分配をするときは、第７項(2)の定める支払順位に従い、Ａ種優先株式１株につき、

300,000円を支払う。

(2) 非参加条項

Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対しては、上記(1)のほか残余財産の分配は行わない。

３. 議決権

Ａ種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。

４. 普通株式を対価とする取得請求権

Ａ種優先株主は、2021年11月１日（当該日が営業日ではない場合には、翌営業日）の翌営業日以降2030年

７月28日（同日を含む。）までの間（以下「Ａ種転換請求期間」という。）いつでも、当社に対して、普通

株式の交付と引換えに、その有するＡ種優先株式の全部または一部を取得することを請求することがで

きるものとし、当社はＡ種優先株主が取得の請求をしたＡ種優先株式を取得するのと引換えに、次に定め

る数の普通株式を、当該Ａ種優先株主に対して交付するものとする。

(1) Ａ種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の数

Ａ種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の数は、転換請求にかかるＡ種優先株式の数に300,000

円を乗じて得られる額を、下記に定める取得価額で除して得られる数とする。なお、Ａ種優先株式の取得

と引換えに交付する普通株式の数に１株に満たない端数があるときは、これを切り捨てるものとし、この

場合においては、会社法第167条第３項に定める金銭の交付はしない。

(2) 取得価額

当初取得価額は、3,704円とする。

(3) 取得価額の調整

(a) 以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり取得価額を調整する。

①普通株式につき株式の分割または株式無償割当てをする場合、以下の算式により取得価額を調整す

る。なお、株式無償割当ての場合には、下記の算式における「分割前発行済普通株式数」は「無償割

当て前発行済普通株式数（但し、その時点で当社が保有する普通株式を除く。）」、「分割後発行済

普通株式数」は「無償割当て後発行済普通株式数（但し、その時点で当社が保有する普通株式を除

く。）」とそれぞれ読み替える。
　

調整後取得価額＝調整前取得価額×
分割前発行済普通株式数

分割後発行済普通株式数

　

調整後の取得価額は、株式の分割にかかる基準日または株式無償割当ての効力が生ずる日（株式無
償割当てにかかる基準日を定めた場合は当該基準日）の翌日以降これを適用する。

　

②普通株式につき株式の併合をする場合、株式の併合の効力が生ずる日をもって次の算式により、取得

価額を調整する。

　

調整後取得価額＝調整前取得価額×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数

　

③下記(d)に定める普通株式１株当たりの時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行または当社

が保有する普通株式を処分する場合（株式無償割当ての場合、普通株式の交付と引換えに取得され

る株式もしくは新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本(3)において同じ。）
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の取得による場合、普通株式を目的とする新株予約権の行使による場合または合併、株式交換もしく

は会社分割により普通株式を交付する場合を除く。）、次の算式（以下「取得価額調整式」とい

う。）により取得価額を調整する。調整後の取得価額は、払込期日（払込期間を定めた場合には当該

払込期間の最終日）の翌日以降、また、株主への割当てにかかる基準日を定めた場合は当該基準日

（以下「株主割当日」という。）の翌日以降これを適用する。なお、当社が保有する普通株式を処分

する場合には、次の算式における「新たに発行する普通株式の数」は「処分する当社が保有する普

通株式の数」、「当社が保有する普通株式の数」は「処分前において当社が保有する普通株式の

数」とそれぞれ読み替える。

　

　 　 　 　 （発行済普通株式の数－当社
が保有する普通株式の数）

＋

新たに発行する普通株式の数×１株当たり払
込金額

調整後
取得価額

＝
調整前
取得価額

×
普通株式１株当たりの時価

（発行済普通株式の数－当社が保有する普通株式の数）
＋新たに発行する普通株式の数

　

④当社に取得をさせることによりまたは当社に取得されることにより、下記(d)に定める普通株式１株

当たりの時価を下回る普通株式１株当たりの取得価額をもって普通株式の交付を受けることができ

る株式を発行または処分する場合（株式無償割当ての場合を含む。）、かかる株式の払込期日（払込

期間を定めた場合には当該払込期間の最終日。以下本④において同じ。）に、株式無償割当ての場合

にはその効力が生ずる日（株式無償割当てにかかる基準日を定めた場合は当該基準日。以下本④に

おいて同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行または処分される株式の全てが当初

の条件で取得され普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において「１株当たり払込

金額」としてかかる価額を使用して計算される額を、調整後の取得価額とする。調整後の取得価額

は、払込期日の翌日以降、株式無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当

日がある場合にはその日の翌日以降、これを適用する。

⑤行使することによりまたは当社に取得されることにより、普通株式１株当たりの新株予約権の払込

価額と新株予約権の行使に際して出資される財産の合計額が下記(d)に定める普通株式１株当たり

の時価を下回る価額をもって普通株式の交付を受けることができる新株予約権を発行する場合（新

株予約権無償割当ての場合を含む。）、かかる新株予約権の割当日に、新株予約権無償割当ての場合

にはその効力が生ずる日（新株予約権無償割当てにかかる基準日を定めた場合は当該基準日。以下

本⑤において同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行される新株予約権全てが当初

の条件で行使されまたは取得されて普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において

「１株当たり払込金額」として普通株式１株当たりの新株予約権の払込価額と新株予約権の行使に

際して出資される財産の普通株式1株当たりの価額の合計額を使用して計算される額を、調整後の取

得価額とする。調整後の取得価額は、かかる新株予約権の割当日の翌日以降、新株予約権無償割当て

の場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場合にはその翌日以降、これを適

用する。但し、本⑤による取得価額の調整は、当社の取締役、監査役または従業員に対してストック・

オプション目的で発行される普通株式を目的とする新株予約権には適用されないものとする。

(b) 上記(a)に掲げた事由によるほか、下記①および②のいずれかに該当する場合には、当社はＡ種優先

株主およびＡ種優先登録株式質権者に対して、あらかじめ書面によりその旨ならびにその事由、調整後

の取得価額、適用の日およびその他必要な事項を通知したうえ、取得価額の調整を適切に行うものとす

る。

①合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式の全部の取得、株式移転、吸収分割、吸収

分割による他の会社がその事業に関して有する権利義務の全部もしくは一部の承継または新設分割

のために取得価額の調整を必要とするとき。

②前①のほか、普通株式の発行済株式の総数（但し、当社が保有する普通株式の数を除く。）の変更ま

たは変更の可能性を生ずる事由の発生によって取得価額の調整を必要とするとき。

(c) 取得価額の調整に際して計算が必要な場合は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四

捨五入する。

(d) 取得価額調整式に使用する普通株式１株当たりの時価は、調整後転換価額を適用する日に先立つ45

取引日目に始まる連続する30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の

毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。また、平均値の計算は、円位未満小

数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）とする。

(e) 取得価額の調整に際し計算を行った結果、調整後取得価額と調整前取得価額との差額が１円未満に

とどまるときは、取得価額の調整はこれを行わない。

５. 金銭を対価とする取得請求権

Ａ種優先株主は、2015年11月１日以降2021年11月１日（当該日が営業日ではない場合には、翌営業日）ま

で（以下「償還期間」という。）の毎年11月１日（当該日が営業日ではない場合には、翌営業日）、法令

上可能な範囲で、かつ下記(1)および(2)に定める上限の範囲内において、当社に対して、金銭の交付と引
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換えに、その有するＡ種優先株式の全部または一部を取得することを請求（以下「償還請求」という。）

することができるものとし、当社はＡ種優先株主が償還請求をしたＡ種優先株式を取得するのと引換え

に、下記(3)に定める額（以下「任意償還価額」という。）の金銭を、当該Ａ種優先株主に対して交付する

ものとする。なお、下記(1)および(2)に定める上限を超えて償還請求が行われた場合、取得すべきＡ種優

先株式は、償還請求が行われたＡ種優先株式の数に応じた按分比例の方法による。

(1) 任意償還価額の上限

Ａ種優先株主は、本項に基づくＡ種優先株主による償還請求がなされた日（以下「償還請求日」とい

う。）の前日における分配可能額が１億円を上回る場合に限り、当該上回る金額を任意償還価額の上限と

して、償還請求をすることができる。

(2) 取得株式数の上限

Ａ種優先株主は、各償還請求日において、Ａ種優先株式1,784株を上限として、償還請求をすることができ

る。

(3) 任意償還価額

任意償還価額は、Ａ種優先株１1株につき、300,000円とする。

 ６. 普通株式を対価とする取得条項

当社は、Ａ種転換請求期間中に取得請求のなかったＡ種優先株式の全部を、Ａ種転換請求期間の末日の翌

日以降いつでも、当社取締役会が別に定める日（以下「強制転換日」という。）が到来することをもって

普通株式の交付と引換えに取得するものとし、当社は、かかるＡ種優先株式を取得するのと引換えに、か

かるＡ種優先株式の数に300,000円を乗じて得られる額を、2030年７月28日における取得価額で除して得

られる数の普通株式をＡ種優先株主に対して交付するものとする。Ａ種優先株式の取得と引換えに交付

すべき普通株式の数に１株に満たない端数がある場合には、会社法第234条に従ってこれを取扱う。

７. 金銭を対価とする取得条項

(1) 当社は、いつでも、当社取締役会が別に定める日（以下「強制償還日」という。）が到来することをもっ

て、法令上可能な範囲で、金銭の交付と引換えに、Ａ種優先株式の全部または一部を取得することができ

る。この場合、当社は、かかるＡ種優先株式を取得するのと引換えに、下記(2)に定める額（以下「強制償

還価額」という。）の金銭をＡ種優先株主に対して交付するものとする。なお、Ａ種優先株式の一部を取

得するときは、按分比例の方法による。

(2) 強制償還価額

強制償還価額は、Ａ種優先株式１株につき、300,000円とする。

８. 株式の併合または分割、募集株式の割当て等

(1) 当社は、Ａ種優先株式について株式の併合または分割は行わない。

(2) 当社は、Ａ種優先株主には募集株式の割当てを受ける権利または募集新株予約権の割当てを受ける権利

を与えず、また株式無償割当てまたは新株予約権無償割当ては行わない。

９. 優先順位

(1) Ａ種優先株式、Ｂ種優先株式、Ｃ種優先株式、Ｄ種優先株式、Ｅ種優先株式、譲渡制限種類株式および普通

株式にかかる剰余金の配当の支払順位は、Ａ種優先株式にかかる剰余金の配当を第１順位とし、Ｂ種優先

株式、Ｃ種優先株式およびＤ種優先株式にかかる剰余金の配当を第２順位（それらの間では同順位とし、

Ｂ種優先株主の有するＢ種優先株式の数にＢ種優先配当金を乗じて得られる額、Ｃ種優先株主の有する

Ｃ種優先株式の数にＣ種優先配当金を乗じて得られる額およびＤ種優先株主の有するＤ種優先株式の数

にＤ種優先配当金を乗じて得られる額に応じて配当財産を割り当てる。）とし、Ｅ種優先株式にかかる剰

余金の配当を第３順位とし、譲渡制限種類株式および普通株式にかかる剰余金の配当を第４順位（それ

らの間では同順位かつ同額とする。）とする。

(2) Ａ種優先株式、Ｂ種優先株式、Ｃ種優先株式、Ｄ種優先株式、Ｅ種優先株式、譲渡制限種類株式および普通

株式にかかる残余財産の分配の支払順位は、Ａ種優先株式にかかる残余財産の分配を第１順位とし、Ｂ種

優先株式、Ｃ種優先株式およびＤ種優先株式にかかる残余財産の分配を第２順位（それらの間では同順

位とし、Ｂ種優先株主の有するＢ種優先株式の数にＢ種優先残余財産分配金を乗じて得られる額、Ｃ種優

先株主の有するＣ種優先株式の数にＣ種優先残余財産分配金を乗じて得られる額およびＤ種優先株主の

有するＤ種優先株式の数にＤ種優先残余財産分配金を乗じて得られる額に応じて残余財産を割り当て

る。）とし、Ｅ種優先株式にかかる残余財産の分配を第３順位とし、譲渡制限種類株式および普通株式に

かかる残余財産の分配を第４順位（それらの間では同順位かつ同額とする。）とする。

(3) 本内容におけるＢ種優先配当金、Ｃ種優先配当金、Ｄ種優先配当金、Ｂ種優先残余財産分配金、Ｃ種優先残

余財産分配金およびＤ種優先残余財産分配金の用語は、いずれも定款第２章の２で定義される意味で用

いられる。

10. 会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

種類株主総会の決議を要しない旨の定款の定めはありません。

11. 株主総会において議決権を有しない理由

資本の増強にあたり、既存の株主への影響を考慮したためであります。

４  Ｂ種優先株式の内容は次のとおりであります。

１. 剰余金の配当
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(1) Ｂ種優先配当金

当社は、期末配当金の支払いを行うときは、Ｂ種優先株式を有する株主（以下「Ｂ種優先株主」とい

う。）またはＢ種優先株式の登録株式質権者（以下「Ｂ種優先登録株式質権者」という。）に対し、第８

項(1)の定める支払順位に従い、Ｂ種優先株式１株につき下記(2)に定める額の金銭（以下「Ｂ種優先配

当金」という。）を支払う。但し、当該期末配当金にかかる基準日の属する事業年度中の日を基準日とし

て下記(3)に定めるＢ種優先中間配当金を支払ったときは、当該Ｂ種優先中間配当金を控除した額とす

る。

(2) Ｂ種優先配当金の額

Ｂ種優先配当金の額は、300,000円に、それぞれの事業年度毎に下記の年率（以下「Ｂ種優先配当年率」

という。）を乗じて算出した額とする。但し、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入

する。

　2011年度および2012年度＝0.1%

　2013年度および2014年度＝0.3%

　2015年度以降＝0.5%

(3) Ｂ種優先中間配当金

当社は、中間配当金の支払いを行うときは、Ｂ種優先株主またはＢ種優先登録株式質権者に対し、第８項

(1)の定める支払順位に従い、上記(2)に定める額の２分の１を限度として、取締役会の決議で定める額の

金銭（以下「Ｂ種優先中間配当金」という。）を支払うものとする。

(4) 非累積条項

Ｂ種優先株主またはＢ種優先登録株式質権者に対して支払うＢ種優先株式１株当たりの剰余金の配当の

額がＢ種優先配当金の額に達しないときであっても、そのＢ種優先株式１株当たりの不足額は翌事業年

度以降に累積しない。

(5) 非参加条項

Ｂ種優先株主またはＢ種優先登録株式質権者に対しては、Ｂ種優先配当金を超えて剰余金の配当は行わ

ない。

２. 残余財産の分配

(1) Ｂ種優先残余財産分配金

当社の残余財産の分配をするときは、第８項(2)の定める支払順位に従い、Ｂ種優先株式１株につき、

300,000円（以下「Ｂ種優先残余財産分配金」という。）を支払う。

(2) 非参加条項

Ｂ種優先株主またはＢ種優先登録株式質権者に対しては、上記(1)のほか残余財産の分配は行わない。

３. 議決権

Ｂ種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。

４. 普通株式を対価とする取得請求権

Ｂ種優先株主は、2011年７月28日以降2020年７月28日（同日を含む。）までの間（以下「Ｂ種転換請求期

間」という。）いつでも、当社に対して、普通株式の交付と引換えに、その有するＢ種優先株式の全部また

は一部を取得することを請求することができるものとし、当社はＢ種優先株主が取得の請求をしたＢ種

優先株式を取得するのと引換えに、次に定める数の普通株式を、当該Ｂ種優先株主に対して交付するもの

とする。

(1) Ｂ種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の数

Ｂ種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の数は、転換請求にかかるＢ種優先株式の数に300,000

円を乗じて得られる額を、下記に定める取得価額で除して得られる数とする。なお、Ｂ種優先株式の取得

と引換えに交付する普通株式の数に１株に満たない端数があるときは、これを切り捨てるものとし、この

場合においては、会社法第167条第３項に定める金銭の交付はしない。

(2) 取得価額

当初取得価額は、3,704円とする。

(3) 取得価額の調整

(a) 以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり取得価額を調整する。

①普通株式につき株式の分割または株式無償割当てをする場合、以下の算式により取得価額を調整す

る。なお、株式無償割当ての場合には、下記の算式における「分割前発行済普通株式数」は「無償割

当て前発行済普通株式数（但し、その時点で当社が保有する普通株式を除く。）」、「分割後発行済

普通株式数」は「無償割当て後発行済普通株式数（但し、その時点で当社が保有する普通株式を除

く。）」とそれぞれ読み替える。

　

調整後取得価額＝調整前取得価額×
分割前発行済普通株式数

分割後発行済普通株式数

　

調整後の取得価額は、株式の分割にかかる基準日または株式無償割当ての効力が生ずる日（株式無
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償割当てにかかる基準日を定めた場合は当該基準日）の翌日以降これを適用する。

　

②普通株式につき株式の併合をする場合、株式の併合の効力が生ずる日をもって次の算式により、取得

価額を調整する。

　

調整後取得価額＝調整前取得価額×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数

　

③下記(d)に定める普通株式１株当たりの時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行または当社

が保有する普通株式を処分する場合（株式無償割当ての場合、普通株式の交付と引換えに取得され

る株式もしくは新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本(3)において同じ。）

の取得による場合、普通株式を目的とする新株予約権の行使による場合または合併、株式交換もしく

は会社分割により普通株式を交付する場合を除く。）、次の算式（以下「取得価額調整式」とい

う。）により取得価額を調整する。調整後の取得価額は、払込期日（払込期間を定めた場合には当該

払込期間の最終日）の翌日以降、また、株主への割当てにかかる基準日を定めた場合は当該基準日

（以下「株主割当日」という。）の翌日以降これを適用する。なお、当社が保有する普通株式を処分

する場合には、次の算式における「新たに発行する普通株式の数」は「処分する当社が保有する普

通株式の数」、「当社が保有する普通株式の数」は「処分前において当社が保有する普通株式の

数」とそれぞれ読み替える。

　

　 　 　 　 （発行済普通株式の数－当社
が保有する普通株式の数）

＋

新たに発行する普通株式の数×１株当たり払
込金額

調整後
取得価額

＝
調整前
取得価額

×
普通株式１株当たりの時価

（発行済普通株式の数－当社が保有する普通株式の数）
＋新たに発行する普通株式の数

　

④当社に取得をさせることによりまたは当社に取得されることにより、下記(d)に定める普通株式１株

当たりの時価を下回る普通株式１株当たりの取得価額をもって普通株式の交付を受けることができ

る株式を発行または処分する場合（株式無償割当ての場合を含む。）、かかる株式の払込期日（払込

期間を定めた場合には当該払込期間の最終日。以下本④において同じ。）に、株式無償割当ての場合

にはその効力が生ずる日（株式無償割当てにかかる基準日を定めた場合は当該基準日。以下本④に

おいて同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行または処分される株式の全てが当初

の条件で取得され普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において「１株当たり払込

金額」としてかかる価額を使用して計算される額を、調整後の取得価額とする。調整後の取得価額

は、払込期日の翌日以降、株式無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当

日がある場合にはその日の翌日以降、これを適用する。

⑤行使することによりまたは当社に取得されることにより、普通株式１株当たりの新株予約権の払込

価額と新株予約権の行使に際して出資される財産の合計額が下記(d)に定める普通株式１株当たり

の時価を下回る価額をもって普通株式の交付を受けることができる新株予約権を発行する場合（新

株予約権無償割当ての場合を含む。）、かかる新株予約権の割当日に、新株予約権無償割当ての場合

にはその効力が生ずる日（新株予約権無償割当てにかかる基準日を定めた場合は当該基準日。以下

本⑤において同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行される新株予約権全てが当初

の条件で行使されまたは取得されて普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において

「１株当たり払込金額」として普通株式１株当たりの新株予約権の払込価額と新株予約権の行使に

際して出資される財産の普通株式１株当たりの価額の合計額を使用して計算される額を、調整後の

取得価額とする。調整後の取得価額は、かかる新株予約権の割当日の翌日以降、新株予約権無償割当

ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場合にはその翌日以降、これを

適用する。但し、本⑤による取得価額の調整は、当社の取締役、監査役または従業員に対してストック

・オプション目的で発行される普通株式を目的とする新株予約権には適用されないものとする。

(b) 上記(a)に掲げた事由によるほか、下記①および②のいずれかに該当する場合には、当社はＢ種優先

株主およびＢ種優先登録株式質権者に対して、あらかじめ書面によりその旨ならびにその事由、調整後

の取得価額、適用の日およびその他必要な事項を通知したうえ、取得価額の調整を適切に行うものとす

る。

①合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式の全部の取得、株式移転、吸収分割、吸収

分割による他の会社がその事業に関して有する権利義務の全部もしくは一部の承継または新設分割

のために取得価額の調整を必要とするとき。

②前①のほか、普通株式の発行済株式の総数（但し、当社が保有する普通株式の数を除く。）の変更ま

たは変更の可能性を生ずる事由の発生によって取得価額の調整を必要とするとき。
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(c) 取得価額の調整に際して計算が必要な場合は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四

捨五入する。

(d) 取得価額調整式に使用する普通株式１株当たりの時価は、調整後転換価額を適用する日に先立つ45

取引日目に始まる連続する30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の

毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。また、平均値の計算は、円位未満小

数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）とする。

５. 普通株式を対価とする取得条項

当社は、Ｂ種転換請求期間中に取得請求のなかったＢ種優先株式の全部を、Ｂ種転換請求期間の末日の翌

日以降いつでも、当社取締役会が別に定める日（以下「強制転換日」という。）が到来することをもって

普通株式の交付と引換えに取得するものとし、当社は、かかるＢ種優先株式を取得するのと引換えに、か

かるＢ種優先株式の数に300,000円を乗じて得られる額を、2020年７月28日における取得価額で除して得

られる数の普通株式をＢ種優先株主に対して交付するものとする。Ｂ種優先株式の取得と引換えに交付

すべき普通株式の数に１株に満たない端数がある場合には、会社法第234条に従ってこれを取扱う。

６. 金銭を対価とする取得条項

(1) 当社は、いつでも、当社取締役会が別に定める日（以下「強制償還日」という。）が到来することをもっ

て、法令上可能な範囲で、金銭の交付と引換えに、Ｂ種優先株式の全部または一部を取得することができ

る。この場合、当社は、かかるＢ種優先株式を取得するのと引換えに、下記(2)に定める額（以下「強制償

還価額」という。）の金銭をＢ種優先株主に対して交付するものとする。なお、Ｂ種優先株式の一部を取

得するときは、按分比例の方法による。

(2) 強制償還価額

強制償還価額は、Ｂ種優先株式１株につき、300,000円とする。

７. 株式の併合または分割、募集株式の割当て等

(1) 当社は、Ｂ種優先株式について株式の併合または分割は行わない。

(2) 当社は、Ｂ種優先株主には募集株式の割当てを受ける権利または募集新株予約権の割当てを受ける権利

を与えず、また株式無償割当てまたは新株予約権無償割当ては行わない。

８. 優先順位

(1) Ａ種優先株式、Ｂ種優先株式、Ｃ種優先株式、Ｄ種優先株式、Ｅ種優先株式、譲渡制限種類株式および普通

株式にかかる剰余金の配当の支払順位は、Ａ種優先株式にかかる剰余金の配当を第１順位とし、Ｂ種優先

株式、Ｃ種優先株式およびＤ種優先株式にかかる剰余金の配当を第２順位（それらの間では同順位とし、

Ｂ種優先株主の有するＢ種優先株式の数にＢ種優先配当金を乗じて得られる額、Ｃ種優先株主の有する

Ｃ種優先株式の数にＣ種優先配当金を乗じて得られる額およびＤ種優先株主の有するＤ種優先株式の数

にＤ種優先配当金を乗じて得られる額に応じて配当財産を割り当てる。）とし、Ｅ種優先株式にかかる剰

余金の配当を第３順位とし、譲渡制限種類株式および普通株式にかかる剰余金の配当を第４順位（それ

らの間では同順位かつ同額とする。）とする。

(2) Ａ種優先株式、Ｂ種優先株式、Ｃ種優先株式、Ｄ種優先株式、Ｅ種優先株式、譲渡制限種類株式および普通

株式にかかる残余財産の分配の支払順位は、Ａ種優先株式にかかる残余財産の分配を第１順位とし、Ｂ種

優先株式、Ｃ種優先株式およびＤ種優先株式にかかる残余財産の分配を第２順位（それらの間では同順

位とし、Ｂ種優先株主の有するＢ種優先株式の数にＢ種優先残余財産分配金を乗じて得られる額、Ｃ種優

先株主の有するＣ種優先株式の数にＣ種優先残余財産分配金を乗じて得られる額およびＤ種優先株主の

有するＤ種優先株式の数にＤ種優先残余財産分配金を乗じて得られる額に応じて残余財産を割り当て

る。）とし、Ｅ種優先株式にかかる残余財産の分配を第３順位とし、譲渡制限種類株式および普通株式に

かかる残余財産の分配を第４順位（それらの間では同順位かつ同額とする。）とする。

(3) 本内容におけるＣ種優先配当金、Ｄ種優先配当金、Ｃ種優先残余財産分配金、およびＤ種優先残余財産分

配金の用語は、いずれも定款第２章の２で定義される意味で用いられる。

９. 会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

種類株主総会の決議を要しない旨の定款の定めはありません。

10. 株主総会において議決権を有しない理由

資本の増強にあたり、既存の株主への影響を考慮したためであります。

５  Ｃ種優先株式の内容は次のとおりであります。

１. 剰余金の配当

(1) Ｃ種優先配当金

当社は、期末配当金の支払いを行うときは、Ｃ種優先株式を有する株主（以下「Ｃ種優先株主」とい

う。）またはＣ種優先株式の登録株式質権者（以下「Ｃ種優先登録株式質権者」という。）に対し、第８

項(1)の定める支払順位に従い、Ｃ種優先株式１株につき下記(2)に定める額の金銭（以下「Ｃ種優先配

当金」という。）を支払う。但し、当該期末配当金にかかる基準日の属する事業年度中の日を基準日とし

て下記(3)に定めるＣ種優先中間配当金を支払ったときは、当該Ｃ種優先中間配当金を控除した額とす

る。

(2) Ｃ種優先配当金の額

EDINET提出書類

株式会社アルデプロ(E04023)

四半期報告書

13/35



Ｃ種優先配当金の額は、3,704円に、それぞれの事業年度毎に下記の年率（以下「Ｃ種優先配当年率」と

いう。）を乗じて算出した額とする。但し、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入す

る。

　2011年度および2012年度＝0.1%

　2013年度および2014年度＝0.3%

　2015年度以降＝0.5%

(3) Ｃ種優先中間配当金

当社は、中間配当金の支払いを行うときは、Ｃ種優先株主またはＣ種優先登録株式質権者に対し、第８項

(1)の定める支払順位に従い、上記(2)に定める額の２分の１を限度として、取締役会の決議で定める額の

金銭（以下「Ｃ種優先中間配当金」という。）を支払うものとする。

(4) 非累積条項

Ｃ種優先株主またはＣ種優先登録株式質権者に対して支払うＣ種優先株式１株当たりの剰余金の配当の

額がＣ種優先配当金の額に達しないときであっても、そのＣ種優先株式１株当たりの不足額は翌事業年

度以降に累積しない。

(5) 非参加条項

Ｃ種優先株主またはＣ種優先登録株式質権者に対しては、Ｃ種優先配当金を超えて剰余金の配当は行わ

ない。

２. 残余財産の分配

(1) Ｃ種優先残余財産分配金

当社の残余財産の分配をするときは、第８項(2)の定める支払順位に従い、Ｃ種優先株式１株につき、

3,704円（以下「Ｃ種優先残余財産分配金」という。）を支払う。

(2) 非参加条項

Ｃ種優先株主またはＣ種優先登録株式質権者に対しては、上記(1)のほか残余財産の分配は行わない。

３. 議決権

Ｃ種優先株主は、株主総会において議決権を有する。

４. 普通株式を対価とする取得請求権

Ｃ種優先株主は、2013年７月28日以降2022年７月28日（同日を含む。）までの間（以下「Ｃ種転換請求期

間」という。）いつでも、当社に対して、普通株式の交付と引換えに、その有するＣ種優先株式の全部また

は一部を取得することを請求することができるものとし、当社はＣ種優先株主が取得の請求をしたＣ種

優先株式を取得するのと引換えに、次に定める数の普通株式を、当該Ｃ種優先株主に対して交付するもの

とする。

(1) Ｃ種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の数

Ｃ種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の数は、転換請求にかかるＣ種優先株式の数に3,704円

を乗じて得られる額を、下記に定める取得価額で除して得られる数とする。なお、Ｃ種優先株式の取得と

引換えに交付する普通株式の数に１株に満たない端数があるときは、これを切り捨てるものとし、この場

合においては、会社法第167条第３項に定める金銭の交付はしない。

(2) 取得価額

当初取得価額は、3,704円とする。

(3) 取得価額の調整

(a) 以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり取得価額を調整する。

①普通株式につき株式の分割または株式無償割当てをする場合、以下の算式により取得価額を調整す

る。なお、株式無償割当ての場合には、下記の算式における「分割前発行済普通株式数」は「無償割

当て前発行済普通株式数（但し、その時点で当社が保有する普通株式を除く。）」、「分割後発行済

普通株式数」は「無償割当て後発行済普通株式数（但し、その時点で当社が保有する普通株式を除

く。）」とそれぞれ読み替える。

　

調整後取得価額＝調整前取得価額×
分割前発行済普通株式数

分割後発行済普通株式数

　

②調整後の取得価額は、株式の分割にかかる基準日または株式無償割当ての効力が生ずる日（株式無償

割当てにかかる基準日を定めた場合は当該基準日）の翌日以降これを適用する。

　

調整後取得価額＝調整前取得価額×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数

　

③下記(d)に定める普通株式１株当たりの時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行または当社

が保有する普通株式を処分する場合（株式無償割当ての場合、普通株式の交付と引換えに取得され
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る株式もしくは新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本(3)において同じ。）

の取得による場合、普通株式を目的とする新株予約権の行使による場合または合併、株式交換もしく

は会社分割により普通株式を交付する場合を除く。）、次の算式（以下「取得価額調整式」とい

う。）により取得価額を調整する。調整後の取得価額は、払込期日（払込期間を定めた場合には当該

払込期間の最終日）の翌日以降、また、株主への割当てにかかる基準日を定めた場合は当該基準日

（以下「株主割当日」という。）の翌日以降これを適用する。なお、当社が保有する普通株式を処分

する場合には、次の算式における「新たに発行する普通株式の数」は「処分する当社が保有する普

通株式の数」、「当社が保有する普通株式の数」は「処分前において当社が保有する普通株式の

数」とそれぞれ読み替える。

　

　 　 　 　 （発行済普通株式の数－当社
が保有する普通株式の数）

＋

新たに発行する普通株式の数×１株当たり払
込金額

調整後
取得価額

＝
調整前
取得価額

×
普通株式１株当たりの時価

（発行済普通株式の数－当社が保有する普通株式の数）
＋新たに発行する普通株式の数

　

④当社に取得をさせることによりまたは当社に取得されることにより、下記(d)に定める普通株式１株

当たりの時価を下回る普通株式１株当たりの取得価額をもって普通株式の交付を受けることができ

る株式を発行または処分する場合（株式無償割当ての場合を含む。）、かかる株式の払込期日（払込

期間を定めた場合には当該払込期間の最終日。以下本④において同じ。）に、株式無償割当ての場合

にはその効力が生ずる日（株式無償割当てにかかる基準日を定めた場合は当該基準日。以下本④に

おいて同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行または処分される株式の全てが当初

の条件で取得され普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において「１株当たり払込

金額」としてかかる価額を使用して計算される額を、調整後の取得価額とする。調整後の取得価額

は、払込期日の翌日以降、株式無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当

日がある場合にはその日の翌日以降、これを適用する。

⑤行使することによりまたは当社に取得されることにより、普通株式１株当たりの新株予約権の払込

価額と新株予約権の行使に際して出資される財産の合計額が下記(d)に定める普通株式１株当たり

の時価を下回る価額をもって普通株式の交付を受けることができる新株予約権を発行する場合（新

株予約権無償割当ての場合を含む。）、かかる新株予約権の割当日に、新株予約権無償割当ての場合

にはその効力が生ずる日（新株予約権無償割当てにかかる基準日を定めた場合は当該基準日。以下

本⑤において同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行される新株予約権全てが当初

の条件で行使されまたは取得されて普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において

「１株当たり払込金額」として普通株式１株当たりの新株予約権の払込価額と新株予約権の行使に

際して出資される財産の普通株式１株当たりの価額の合計額を使用して計算される額を、調整後の

取得価額とする。調整後の取得価額は、かかる新株予約権の割当日の翌日以降、新株予約権無償割当

ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場合にはその翌日以降、これを

適用する。但し、本⑤による取得価額の調整は、当社の取締役、監査役または従業員に対してストック

・オプション目的で発行される普通株式を目的とする新株予約権には適用されないものとする。

(b) 上記(a)に掲げた事由によるほか、下記①および②のいずれかに該当する場合には、当社はＣ種優先

株主およびＣ種優先登録株式質権者に対して、あらかじめ書面によりその旨ならびにその事由、調整後

の取得価額、適用の日およびその他必要な事項を通知したうえ、取得価額の調整を適切に行うものとす

る。

①合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式の全部の取得、株式移転、吸収分割、吸収

分割による他の会社がその事業に関して有する権利義務の全部もしくは一部の承継または新設分割

のために取得価額の調整を必要とするとき。

②前①のほか、普通株式の発行済株式の総数（但し、当社が保有する普通株式の数を除く。）の変更ま

たは変更の可能性を生ずる事由の発生によって取得価額の調整を必要とするとき。

(c) 取得価額の調整に際して計算が必要な場合は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四

捨五入する。

(d) 取得価額調整式に使用する普通株式１株当たりの時価は、調整後転換価額を適用する日に先立つ45

取引日目に始まる連続する30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の

毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。また、平均値の計算は、円位未満小

数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）とする。

(e) 取得価額の調整に際し計算を行った結果、調整後取得価額と調整前取得価額との差額が１円未満に

とどまるときは、取得価額の調整はこれを行わない。

５. 普通株式を対価とする取得条項

当社は、Ｃ種転換請求期間中に取得請求のなかったＣ種優先株式の全部を、Ｃ種転換請求期間の末日の翌

日以降いつでも、当社取締役会が別に定める日（以下「強制転換日」という。）が到来することをもって
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普通株式の交付と引換えに取得するものとし、当社は、かかるＣ種優先株式を取得するのと引換えに、か

かるＣ種優先株式の数に3,704円を乗じて得られる額を、2022年７月28日における取得価額で除して得ら

れる数の普通株式をC種優先株主に対して交付するものとする。Ｃ種優先株式の取得と引換えに交付すべ

き普通株式の数に１株に満たない端数がある場合には、会社法第234条に従ってこれを取扱う。

６. 金銭を対価とする取得条項

(1) 当社は、いつでも、当社取締役会が別に定める日（以下「強制償還日」という。）が到来することをもっ

て、法令上可能な範囲で、金銭の交付と引換えに、Ｃ種優先株式の全部または一部を取得することができ

る。この場合、当社は、かかるＣ種優先株式を取得するのと引換えに、下記(2)に定める額（以下「強制償

還価額」という。）の金銭をＣ種優先株主に対して交付するものとする。なお、Ｃ種優先株式の一部を取

得するときは、按分比例の方法による。

(2) 強制償還価額

強制償還価額は、Ｃ種優先株式１株につき、3,704円とする。

７. 株式の併合または分割、募集株式の割当て等

(1) 当社は、Ｃ種優先株式について株式の併合または分割は行わない。

(2) 当社は、Ｃ種優先株主には募集株式の割当てを受ける権利または募集新株予約権の割当てを受ける権利

を与えず、また株式無償割当てまたは新株予約権無償割当ては行わない。

８. 優先順位

(1) Ａ種優先株式、Ｂ種優先株式、Ｃ種優先株式、Ｄ種優先株式、Ｅ種優先株式、譲渡制限種類株式および普通

株式にかかる剰余金の配当の支払順位は、Ａ種優先株式にかかる剰余金の配当を第１順位とし、Ｂ種優先

株式、Ｃ種優先株式およびＤ種優先株式にかかる剰余金の配当を第２順位（それらの間では同順位とし、

Ｂ種優先株主の有するＢ種優先株式の数にＢ種優先配当金を乗じて得られる額、Ｃ種優先株主の有する

Ｃ種優先株式の数にＣ種優先配当金を乗じて得られる額およびＤ種優先株主の有するＤ種優先株式の数

にＤ種優先配当金を乗じて得られる額に応じて配当財産を割り当てる。）とし、Ｅ種優先株式にかかる剰

余金の配当を第３順位とし、譲渡制限種類株式および普通株式にかかる剰余金の配当を第４順位（それ

らの間では同順位かつ同額とする。）とする。

(2) Ａ種優先株式、Ｂ種優先株式、Ｃ種優先株式、Ｄ種優先株式、Ｅ種優先株式、譲渡制限種類株式および普通

株式にかかる残余財産の分配の支払順位は、Ａ種優先株式にかかる残余財産の分配を第１順位とし、Ｂ種

優先株式、Ｃ種優先株式およびＤ種優先株式にかかる残余財産の分配を第２順位（それらの間では同順

位とし、Ｂ種優先株主の有するＢ種優先株式の数にＢ種優先残余財産分配金を乗じて得られる額、Ｃ種優

先株主の有するＣ種優先株式の数にＣ種優先残余財産分配金を乗じて得られる額およびＤ種優先株主の

有するＤ種優先株式の数にＤ種優先残余財産分配金を乗じて得られる額に応じて残余財産を割り当て

る。）とし、Ｅ種優先株式にかかる残余財産の分配を第３順位とし、譲渡制限種類株式および普通株式に

かかる残余財産の分配を第４順位（それらの間では同順位かつ同額とする。）とする。

(3) 本内容におけるＢ種優先配当金、Ｄ種優先配当金、Ｂ種優先残余財産分配金およびＤ種優先残余財産分配

金の用語は、いずれも定款第２章の２で定義される意味で用いられる。

９. 会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

種類株主総会の決議を要しない旨の定款の定めはありません。

10. 株主総会において議決権を有する理由

当社のガバナンスの観点から議決権を有しております。

６  Ｄ種優先株式の内容は次のとおりであります。

１. 剰余金の配当

(1) Ｄ種優先配当金

当社は、期末配当金の支払いを行うときは、Ｄ種優先株式を有する株主（以下「Ｄ種優先株主」とい

う。）またはＤ種優先株式の登録株式質権者（以下「Ｄ種優先登録株式質権者」という。）に対し、第８

項(1)の定める支払順位に従い、Ｄ種優先株式１株につき下記(2)に定める額の金銭（以下「Ｄ種優先配

当金」という。）を支払う。但し、当該期末配当金にかかる基準日の属する事業年度中の日を基準日とし

て下記(3)に定めるＤ種優先中間配当金を支払ったときは、当該Ｄ種優先中間配当金を控除した額とす

る。

(2) Ｄ種優先配当金の額

Ｄ種優先配当金の額は、3,704円に、それぞれの事業年度毎に下記の年率（以下「Ｄ種優先配当年率」と

いう。）を乗じて算出した額とする。但し、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入す

る。

　2011年度および2012年度＝0.1%

　2013年度および2014年度＝0.3%

　2015年度以降＝0.5%

(3) Ｄ種優先中間配当金

当社は、中間配当金の支払いを行うときは、Ｄ種優先株主またはＤ種優先登録株式質権者に対し、第８項

(1)の定める支払順位に従い、上記(2)に定める額の２分の１を限度として、取締役会の決議で定める額の

金銭（以下「Ｄ種優先中間配当金」という。）を支払うものとする。
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(4) 非累積条項

Ｄ種優先株主またはＤ種優先登録株式質権者に対して支払うＤ種優先株式１株当たりの剰余金の配当の

額がＤ種優先配当金の額に達しないときであっても、そのＤ種優先株式１株当たりの不足額は翌事業年

度以降に累積しない。

(5) 非参加条項

Ｄ種優先株主またはＤ種優先登録株式質権者に対しては、Ｄ種優先配当金を超えて剰余金の配当は行わ

ない。

２. 残余財産の分配

(1) Ｄ種優先残余財産分配金

当社の残余財産の分配をするときは、第８項(2)の定める支払順位に従い、Ｄ種優先株式１株につき、

3,704円（以下「Ｄ種優先残余財産分配金」という。）を支払う。

(2) 非参加条項

Ｄ種優先株主またはＤ種優先登録株式質権者に対しては、上記(1)のほか残余財産の分配は行わない。

３. 議決権

Ｄ種優先株主は、株主総会において議決権を有する。

４. 普通株式を対価とする取得請求権

Ｄ種優先株主は、2015年７月28日以降2024年７月28日（同日を含む。）までの間（以下「Ｄ種転換請求期

間」という。）いつでも、当社に対して、普通株式の交付と引換えに、その有するＤ種優先株式の全部また

は一部を取得することを請求することができるものとし、当社はＤ種優先株主が取得の請求をしたＤ種

優先株式を取得するのと引換えに、次に定める数の普通株式を、当該Ｄ種優先株主に対して交付するもの

とする。

(1) Ｄ種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の数

Ｄ種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の数は、転換請求にかかるＤ種優先株式の数に3,704円

を乗じて得られる額を、下記に定める取得価額で除して得られる数とする。なお、Ｄ種優先株式の取得と

引換えに交付する普通株式の数に１株に満たない端数があるときは、これを切り捨てるものとし、この場

合においては、会社法第167条第３項に定める金銭の交付はしない。

(2) 取得価額

当初取得価額は、3,704円とする。

(3) 取得価額の調整

(a) 以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり取得価額を調整する。

①普通株式につき株式の分割または株式無償割当てをする場合、以下の算式により取得価額を調整す

る。なお、株式無償割当ての場合には、下記の算式における「分割前発行済普通株式数」は「無償割

当て前発行済普通株式数（但し、その時点で当社が保有する普通株式を除く。）」、「分割後発行済

普通株式数」は「無償割当て後発行済普通株式数（但し、その時点で当社が保有する普通株式を除

く。）」とそれぞれ読み替える。

　

調整後取得価額＝調整前取得価額×
分割前発行済普通株式数

分割後発行済普通株式数

　

調整後の取得価額は、株式の分割にかかる基準日または株式無償割当ての効力が生ずる日（株式無

償割当てにかかる基準日を定めた場合は当該基準日）の翌日以降これを適用する。

　

②普通株式につき株式の併合をする場合、株式の併合の効力が生ずる日をもって次の算式により、取得

価額を調整する。

　

調整後取得価額＝調整前取得価額×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数

　

③下記(d)に定める普通株式１株当たりの時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行または当社

が保有する普通株式を処分する場合（株式無償割当ての場合、普通株式の交付と引換えに取得され

る株式もしくは新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本(3)において同じ。）

の取得による場合、普通株式を目的とする新株予約権の行使による場合または合併、株式交換もしく

は会社分割により普通株式を交付する場合を除く。）、次の算式（以下「取得価額調整式」とい

う。）により取得価額を調整する。調整後の取得価額は、払込期日（払込期間を定めた場合には当該

払込期間の最終日）の翌日以降、また、株主への割当てにかかる基準日を定めた場合は当該基準日

（以下「株主割当日」という。）の翌日以降これを適用する。なお、当社が保有する普通株式を処分

する場合には、次の算式における「新たに発行する普通株式の数」は「処分する当社が保有する普

通株式の数」、「当社が保有する普通株式の数」は「処分前において当社が保有する普通株式の

数」とそれぞれ読み替える。
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　 　 　 　 （発行済普通株式の数－当社
が保有する普通株式の数）

＋

新たに発行する普通株式の数×１株当たり払
込金額

調整後
取得価額

＝
調整前
取得価額

×
普通株式１株当たりの時価

（発行済普通株式の数－当社が保有する普通株式の数）
＋新たに発行する普通株式の数

　

④当社に取得をさせることによりまたは当社に取得されることにより、下記(d)に定める普通株式１株

当たりの時価を下回る普通株式１株当たりの取得価額をもって普通株式の交付を受けることができ

る株式を発行または処分する場合（株式無償割当ての場合を含む。）、かかる株式の払込期日（払込

期間を定めた場合には当該払込期間の最終日。以下本④において同じ。）に、株式無償割当ての場合

にはその効力が生ずる日（株式無償割当てにかかる基準日を定めた場合は当該基準日。以下本④に

おいて同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行または処分される株式の全てが当初

の条件で取得され普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において「１株当たり払込

金額」としてかかる価額を使用して計算される額を、調整後の取得価額とする。調整後の取得価額

は、払込期日の翌日以降、株式無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当

日がある場合にはその日の翌日以降、これを適用する。

⑤行使することによりまたは当社に取得されることにより、普通株式１株当たりの新株予約権の払込

価額と新株予約権の行使に際して出資される財産の合計額が下記(d)に定める普通株式１株当たり

の時価を下回る価額をもって普通株式の交付を受けることができる新株予約権を発行する場合（新

株予約権無償割当ての場合を含む。）、かかる新株予約権の割当日に、新株予約権無償割当ての場合

にはその効力が生ずる日（新株予約権無償割当てにかかる基準日を定めた場合は当該基準日。以下

本⑤において同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行される新株予約権全てが当初

の条件で行使されまたは取得されて普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において

「１株当たり払込金額」として普通株式１株当たりの新株予約権の払込価額と新株予約権の行使に

際して出資される財産の普通株式１株当たりの価額の合計額を使用して計算される額を、調整後の

取得価額とする。調整後の取得価額は、かかる新株予約権の割当日の翌日以降、新株予約権無償割当

ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場合にはその翌日以降、これを

適用する。但し、本⑤による取得価額の調整は、当社の取締役、監査役または従業員に対してストック

・オプション目的で発行される普通株式を目的とする新株予約権には適用されないものとする。

(b) 上記(a)に掲げた事由によるほか、下記①および②のいずれかに該当する場合には、当社はＤ種優先

株主およびＤ種優先登録株式質権者に対して、あらかじめ書面によりその旨ならびにその事由、調整後

の取得価額、適用の日およびその他必要な事項を通知したうえ、取得価額の調整を適切に行うものとす

る。

①合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式の全部の取得、株式移転、吸収分割、吸収

分割による他の会社がその事業に関して有する権利義務の全部もしくは一部の承継または新設分割

のために取得価額の調整を必要とするとき。

②前①のほか、普通株式の発行済株式の総数（但し、当社が保有する普通株式の数を除く。）の変更ま

たは変更の可能性を生ずる事由の発生によって取得価額の調整を必要とするとき。

(c) 取得価額の調整に際して計算が必要な場合は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四

捨五入する。

(d) 取得価額調整式に使用する普通株式１株当たりの時価は、調整後転換価額を適用する日に先立つ45

取引日目に始まる連続する30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の

毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。また、平均値の計算は、円位未満小

数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）とする。

(e) 取得価額の調整に際し計算を行った結果、調整後取得価額と調整前取得価額との差額が１円未満に

とどまるときは、取得価額の調整はこれを行わない。

５. 普通株式を対価とする取得条項

当社は、Ｄ種転換請求期間中に取得請求のなかったＤ種優先株式の全部を、Ｄ種転換請求期間の末日の翌

日以降いつでも、当社取締役会が別に定める日（以下「強制転換日」という。）が到来することをもって

普通株式の交付と引換えに取得するものとし、当社は、かかるＤ種優先株式を取得するのと引換えに、か

かるＤ種優先株式の数に3,704円を乗じて得られる額を、2024年7月28日における取得価額で除して得ら

れる数の普通株式をＤ種優先株主に対して交付するものとする。Ｄ種優先株式の取得と引換えに交付す

べき普通株式の数に１株に満たない端数がある場合には、会社法第234条に従ってこれを取扱う。

６. 金銭を対価とする取得条項

(1) 当社は、いつでも、当社取締役会が別に定める日（以下「強制償還日」という。）が到来することをもっ

て、法令上可能な範囲で、金銭の交付と引換えに、Ｄ種優先株式の全部または一部を取得することができ

る。この場合、当社は、かかるＤ種優先株式を取得するのと引換えに、下記(2)に定める額（以下「強制償

還価額」という。）の金銭をＤ種優先株主に対して交付するものとする。なお、Ｄ種優先株式の一部を取

得するときは、按分比例の方法による。
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(2) 強制償還価額

強制償還価額は、Ｄ種優先株式1株につき、3,704円とする。

７. 株式の併合または分割、募集株式の割当て等

(1) 当社は、Ｄ種優先株式について株式の併合または分割は行わない。

(2) 当社は、Ｄ種優先株主には募集株式の割当てを受ける権利または募集新株予約権の割当てを受ける権利

を与えず、また株式無償割当てまたは新株予約権無償割当ては行わない。

８. 優先順位

(1) Ａ種優先株式、Ｂ種優先株式、Ｃ種優先株式、Ｄ種優先株式、Ｅ種優先株式、譲渡制限種類株式および普通

株式にかかる剰余金の配当の支払順位は、Ａ種優先株式にかかる剰余金の配当を第１順位とし、Ｂ種優先

株式、Ｃ種優先株式およびＤ種優先株式にかかる剰余金の配当を第２順位（それらの間では同順位とし、

Ｂ種優先株主の有するＢ種優先株式の数にＢ種優先配当金を乗じて得られる額、Ｃ種優先株主の有する

Ｃ種優先株式の数にＣ種優先配当金を乗じて得られる額およびＤ種優先株主の有するＤ種優先株式の数

にＤ種優先配当金を乗じて得られる額に応じて配当財産を割り当てる。）とし、Ｅ種優先株式にかかる剰

余金の配当を第３順位とし、譲渡制限種類株式および普通株式にかかる剰余金の配当を第４順位（それ

らの間では同順位かつ同額とする。）とする。

(2) Ａ種優先株式、Ｂ種優先株式、Ｃ種優先株式、Ｄ種優先株式、Ｅ種優先株式、譲渡制限種類株式および普通

株式にかかる残余財産の分配の支払順位は、Ａ種優先株式にかかる残余財産の分配を第１順位とし、Ｂ種

優先株式、Ｃ種優先株式およびＤ種優先株式にかかる残余財産の分配を第２順位（それらの間では同順

位とし、Ｂ種優先株主の有するＢ種優先株式の数にＢ種優先残余財産分配金を乗じて得られる額、Ｃ種優

先株主の有するＣ種優先株式の数にＣ種優先残余財産分配金を乗じて得られる額およびＤ種優先株主の

有するＤ種優先株式の数にＤ種優先残余財産分配金を乗じて得られる額に応じて残余財産を割り当て

る。）とし、Ｅ種優先株式にかかる残余財産の分配を第３順位とし、譲渡制限種類株式および普通株式に

かかる残余財産の分配を第４順位（それらの間では同順位かつ同額とする。）とする。

(3) 本内容におけるＢ種優先配当金、Ｃ種優先配当金、Ｂ種優先残余財産分配金およびＣ種優先残余財産分配

金の用語は、いずれも定款第２章の２で定義される意味で用いられる。

９. 会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

種類株主総会の決議を要しない旨の定款の定めはありません。

10. 株主総会において議決権を有する理由

当社のガバナンスの観点から議決権を有しております。

　
７  Ｅ種優先株式の内容は次のとおりであります。

１. 剰余金の配当

(1) Ｅ種優先配当金

当社は、期末配当金の支払いを行うときは、Ｅ種優先株式を有する株主（以下「Ｅ種優先株主」とい

う。）またはＥ種優先株式の登録株式質権者（以下「Ｅ種優先登録株式質権者」という。）に対し、第８

項(1)の定める支払順位に従い、Ｅ種優先株式１株につき下記(2)に定める額の金銭（以下「Ｅ種優先配

当金」という。）を支払う。但し、当該期末配当金にかかる基準日の属する事業年度中の日を基準日とし

て下記(3)に定めるＥ種優先中間配当金を支払ったときは、当該Ｅ種優先中間配当金を控除した額とす

る。

(2) Ｅ種優先配当金の額

Ｅ種優先配当金の額は、3,704円に、事業年度毎に0.05%を乗じて算出した額とする。但し、円位未満小数第

２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

(3) Ｅ種優先中間配当金

当社は、中間配当金の支払いを行うときは、Ｅ種優先株主またはＥ種優先登録株式質権者に対し、第８項

(1)の定める支払順位に従い、上記(2)に定める額の２分の１を限度として、取締役会の決議で定める額の

金銭（以下「Ｅ種優先中間配当金」という。）を支払うものとする。

(4) 非累積条項

Ｅ種優先株主またはＥ種優先登録株式質権者に対して支払うＥ種優先株式１株当たりの剰余金の配当の

額がＥ種優先配当金の額に達しないときであっても、そのＥ種優先株式１株当たりの不足額は翌事業年

度以降に累積しない。

(5) 非参加条項

Ｅ種優先株主またはＥ種優先登録株式質権者に対しては、Ｅ種優先配当金を超えて剰余金の配当は行わ

ない。

２. 残余財産の分配

(1) Ｅ種優先残余財産分配金

当社の残余財産の分配をするときは、第８項(2)の定める支払順位に従い、Ｅ種優先株式１株につき、

3,704円を支払う。

(2) 非参加条項

EDINET提出書類

株式会社アルデプロ(E04023)

四半期報告書

19/35



Ｅ種優先株主またはＥ種優先登録株式質権者に対しては、上記(1)のほか残余財産の分配は行わない。

３. 議決権

Ｅ種優先株主は、株主総会において議決権を有する。

４. 普通株式を対価とする取得請求権

Ｅ種優先株主は、2019年７月28日以降2030年７月28日（同日を含む。）までの間（以下「Ｅ種転換請求期

間」という。）いつでも、当社に対して、普通株式の交付と引換えに、その有するＥ種優先株式の全部また

は一部を取得することを請求することができるものとし、当社はＥ種優先株主が取得の請求をしたＥ種

優先株式を取得するのと引換えに、次に定める数の普通株式を、当該Ｅ種優先株主に対して交付するもの

とする。

(1) Ｅ種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の数

Ｅ種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の数は、転換請求にかかるＥ種優先株式の数に3,704円

を乗じて得られる額を、下記に定める取得価額で除して得られる数とする。なお、Ｅ種優先株式の取得と

引換えに交付する普通株式の数に１株に満たない端数があるときは、これを切り捨てるものとし、この場

合においては、会社法第167条第３項に定める金銭の交付はしない。

(2) 取得価額

当初取得価額は、3,704円とする。

(3) 取得価額の調整

(a) 以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり取得価額を調整する。

①普通株式につき株式の分割または株式無償割当てをする場合、以下の算式により取得価額を調整す

る。なお、株式無償割当ての場合には、下記の算式における「分割前発行済普通株式数」は「無償割

当て前発行済普通株式数（但し、その時点で当社が保有する普通株式を除く。）」、「分割後発行済

普通株式数」は「無償割当て後発行済普通株式数（但し、その時点で当社が保有する普通株式を除

く。）」とそれぞれ読み替える。

　

　

調整後取得価額＝調整前取得価額×
分割前発行済普通株式数

分割後発行済普通株式数

　

調整後の取得価額は、株式の分割にかかる基準日または株式無償割当ての効力が生ずる日（株式無

償割当てにかかる基準日を定めた場合は当該基準日）の翌日以降これを適用する。

②普通株式につき株式の併合をする場合、株式の併合の効力が生ずる日をもって次の算式により、取得

価額を調整する。

　

調整後取得価額＝調整前取得価額×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数

　

③下記(d)に定める普通株式１株当たりの時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行または当社

が保有する普通株式を処分する場合（株式無償割当ての場合、普通株式の交付と引換えに取得され

る株式もしくは新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本(3)において同じ。）

の取得による場合、普通株式を目的とする新株予約権の行使による場合または合併、株式交換もしく

は会社分割により普通株式を交付する場合を除く。）、次の算式（以下「取得価額調整式」とい

う。）により取得価額を調整する。調整後の取得価額は、払込期日（払込期間を定めた場合には当該

払込期間の最終日）の翌日以降、また、株主への割当てにかかる基準日を定めた場合は当該基準日

（以下「株主割当日」という。）の翌日以降これを適用する。なお、当社が保有する普通株式を処分

する場合には、次の算式における「新たに発行する普通株式の数」は「処分する当社が保有する普

通株式の数」、「当社が保有する普通株式の数」は「処分前において当社が保有する普通株式の

数」とそれぞれ読み替える。

　

　 　 　 　 （発行済普通株式の数－当社
が保有する普通株式の数）

＋

新たに発行する普通株式の数×１株当たり払
込金額

調整後
取得価額

＝
調整前
取得価額

×
普通株式１株当たりの時価

（発行済普通株式の数－当社が保有する普通株式の数）
＋新たに発行する普通株式の数

　

④当社に取得をさせることによりまたは当社に取得されることにより、下記(d)に定める普通株式１株

当たりの時価を下回る普通株式１株当たりの取得価額をもって普通株式の交付を受けることができ

る株式を発行または処分する場合（株式無償割当ての場合を含む。）、かかる株式の払込期日（払込

期間を定めた場合には当該払込期間の最終日。以下本④において同じ。）に、株式無償割当ての場合

にはその効力が生ずる日（株式無償割当てにかかる基準日を定めた場合は当該基準日。以下本④に
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おいて同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行または処分される株式の全てが当初

の条件で取得され普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において「１株当たり払込

金額」としてかかる価額を使用して計算される額を、調整後の取得価額とする。調整後の取得価額

は、払込期日の翌日以降、株式無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当

日がある場合にはその日の翌日以降、これを適用する。

⑤行使することによりまたは当社に取得されることにより、普通株式１株当たりの新株予約権の払込

価額と新株予約権の行使に際して出資される財産の合計額が下記(d)に定める普通株式１株当たり

の時価を下回る価額をもって普通株式の交付を受けることができる新株予約権を発行する場合（新

株予約権無償割当ての場合を含む。）、かかる新株予約権の割当日に、新株予約権無償割当ての場合

にはその効力が生ずる日（新株予約権無償割当てにかかる基準日を定めた場合は当該基準日。以下

本⑤において同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行される新株予約権全てが当初

の条件で行使されまたは取得されて普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において

「１株当たり払込金額」として普通株式１株当たりの新株予約権の払込価額と新株予約権の行使に

際して出資される財産の普通株式１株当たりの価額の合計額を使用して計算される額を、調整後の

取得価額とする。調整後の取得価額は、かかる新株予約権の割当日の翌日以降、新株予約権無償割当

ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場合にはその翌日以降、これを

適用する。但し、本⑤による取得価額の調整は、当社の取締役、監査役または従業員に対してストック

・オプション目的で発行される普通株式を目的とする新株予約権には適用されないものとする。

(b) 上記(a)に掲げた事由によるほか、下記①および②のいずれかに該当する場合には、当社はＥ種優先

株主およびＥ種優先登録株式質権者に対して、あらかじめ書面によりその旨ならびにその事由、調整後

の取得価額、適用の日およびその他必要な事項を通知したうえ、取得価額の調整を適切に行うものとす

る。

①合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式の全部の取得、株式移転、吸収分割、吸収

分割による他の会社がその事業に関して有する権利義務の全部もしくは一部の承継または新設分割

のために取得価額の調整を必要とするとき。

②前①のほか、普通株式の発行済株式の総数（但し、当社が保有する普通株式の数を除く。）の変更ま

たは変更の可能性を生ずる事由の発生によって取得価額の調整を必要とするとき。

(c) 取得価額の調整に際して計算が必要な場合は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四

捨五入する。

(d) 取得価額調整式に使用する普通株式１株当たりの時価は、調整後転換価額を適用する日に先立つ45

取引日目に始まる連続する30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の

毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。また、平均値の計算は、円位未満小

数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）とする。

(e) 取得価額の調整に際し計算を行った結果、調整後取得価額と調整前取得価額との差額が１円未満に

とどまるときは、取得価額の調整はこれを行わない。

５. 普通株式を対価とする取得条項

当社は、Ｅ種転換請求期間中に取得請求のなかったＥ種優先株式の全部を、Ｅ種転換請求期間の末日の翌

日以降いつでも、当社取締役会が別に定める日（以下「強制転換日」という。）が到来することをもって

普通株式の交付と引換えに取得するものとし、当社は、かかるＥ種優先株式を取得するのと引換えに、か

かるＥ種優先株式の数に3,704円を乗じて得られる額を、2030年７月28日における取得価額で除して得ら

れる数の普通株式をＥ種優先株主に対して交付するものとする。Ｅ種優先株式の取得と引換えに交付す

べき普通株式の数に１株に満たない端数がある場合には、会社法第234条に従ってこれを取扱う。

６. 金銭を対価とする取得条項

(1) 当社は、いつでも、当社取締役会が別に定める日（以下「強制償還日」という。）が到来することをもっ

て、法令上可能な範囲で、金銭の交付と引換えに、Ｅ種優先株式の全部または一部を取得することができ

る。この場合、当社は、かかるＥ種優先株式を取得するのと引換えに、下記(2)に定める額（以下「強制償

還価額」という。）の金銭をＥ種優先株主に対して交付するものとする。なお、Ｅ種優先株式の一部を取

得するときは、按分比例の方法による。

(2) 強制償還価額

強制償還価額は、Ｅ種優先株式１株につき、3,704円とする。

７. 株式の併合または分割、募集株式の割当て等

(1) 当社は、Ｅ種優先株式について株式の併合または分割は行わない。

(2) 当社は、Ｅ種優先株主には募集株式の割当てを受ける権利または募集新株予約権の割当てを受ける権利

を与えず、また株式無償割当てまたは新株予約権無償割当ては行わない。

８. 優先順位

(1) Ａ種優先株式、Ｂ種優先株式、Ｃ種優先株式、Ｄ種優先株式、Ｅ種優先株式、譲渡制限種類株式および普通

株式にかかる剰余金の配当の支払順位は、Ａ種優先株式にかかる剰余金の配当を第１順位とし、Ｂ種優先

株式、Ｃ種優先株式およびＤ種優先株式にかかる剰余金の配当を第２順位（それらの間では同順位とし、

Ｂ種優先株主の有するＢ種優先株式の数にＢ種優先配当金を乗じて得られる額、Ｃ種優先株主の有する
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Ｃ種優先株式の数にＣ種優先配当金を乗じて得られる額およびＤ種優先株主の有するＤ種優先株式の数

にＤ種優先配当金を乗じて得られる額に応じて配当財産を割り当てる。）とし、Ｅ種優先株式にかかる剰

余金の配当を第３順位とし、譲渡制限種類株式および普通株式にかかる剰余金の配当を第４順位（それ

らの間では同順位かつ同額とする。）とする。

(2) Ａ種優先株式、Ｂ種優先株式、Ｃ種優先株式、Ｄ種優先株式、Ｅ種優先株式、譲渡制限種類株式および普通

株式にかかる残余財産の分配の支払順位は、Ａ種優先株式にかかる残余財産の分配を第１順位とし、Ｂ種

優先株式、Ｃ種優先株式およびＤ種優先株式にかかる残余財産の分配を第２順位（それらの間では同順

位とし、Ｂ種優先株主の有するＢ種優先株式の数にＢ種優先残余財産分配金を乗じて得られる額、Ｃ種優

先株主の有するＣ種優先株式の数にＣ種優先残余財産分配金を乗じて得られる額およびＤ種優先株主の

有するＤ種優先株式の数にＤ種優先残余財産分配金を乗じて得られる額に応じて残余財産を割り当て

る。）とし、Ｅ種優先株式にかかる残余財産の分配を第３順位とし、譲渡制限種類株式および普通株式に

かかる残余財産の分配を第４順位（それらの間では同順位かつ同額とする。）とする。

(3) 本内容におけるＢ種優先配当金、Ｃ種優先配当金、Ｄ種優先配当金、Ｂ種優先残余財産分配金、Ｃ種優先残

余財産分配金およびＤ種優先残余財産分配金の用語は、いずれも定款第２章の２で定義される意味で用

いられる。 

９. 会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

種類株主総会の決議を要しない旨の定款の定めはありません。

10. 株主総会において議決権を有する理由

当社のガバナンスの観点から議決権を有しております。

(2) 【新株予約権等の状況】

当第３四半期会計期間において発行した新株予約権及び新株予約権付社債はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年２月１日から
平成25年４月30日まで

― 14,519,475 ― 100,000 ― ―

　
(6) 【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第3四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

(平成25年４月30日現在)

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式
Ａ種優先株式
Ｂ種優先株式

8,916
13,980

―
―

（注）１

議決権制限株式(自己株式等) 　 ― ― ―

議決権制限株式(その他) 　 ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 　 ― ― ―

完全議決権株式(その他)

普通株式
Ｃ種優先株式
Ｄ種優先株式
Ｅ種優先株式

10,036,871
2,160,476
2,160,410
138,822

10,036,871
2,160,476
2,160,410
138,822

（注）１
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単元未満株式 　 ― ― ―

発行済株式総数 　 14,519,475― ―

総株主の議決権 　 ― 14,496,579 ―

（注)１  Ａ種優先株式、Ｂ種優先株式、Ｃ種優先株式、Ｄ種優先株式、Ｅ種優先株式の内容は、「１（1）②発行済株式」

の内容欄に記載しております。

２　当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成25年１月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。
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② 【自己株式等】

　 　 平成25年４月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、ありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成25年２月１日から

平成25年４月30日まで)及び第３四半期累計期間(平成24年８月１日から平成25年４月30日まで)に係る四

半期財務諸表について、明誠監査法人により四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成24年７月31日)

当第３四半期会計期間
(平成25年４月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 131,002 6,414

販売用不動産 2,703,174 －

預け金 80,127 1,282

その他 5,172 3,817

流動資産合計 2,919,478 11,513

固定資産

投資その他の資産

差入保証金 7,500 7,500

敷金 25,186 25,150

破産更生債権等 200,000 200,000

その他 208,217 410

貸倒引当金 △200,000 △200,000

投資その他の資産合計 240,904 33,060

固定資産合計 240,904 33,060

資産合計 3,160,382 44,574

負債の部

流動負債

短期借入金 6,172,555 300,000

1年内返済予定の長期借入金 111,982 35,493

未払金 283,588 354,198

未払費用 388,274 60,844

未払法人税等 1,210 907

その他 329,258 3,978

流動負債合計 7,286,868 755,422

固定負債

長期借入金 191,969 93,371

退職給付引当金 3,639 4,285

長期未払金 19,931 19,931

固定負債合計 215,540 117,588

負債合計 7,502,409 873,010

純資産の部

株主資本

資本金 300,000 100,000

利益剰余金 △4,644,695 △930,371

株主資本合計 △4,344,695 △830,371

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △96 －

評価・換算差額等合計 △96 －

新株予約権 2,764 1,934

純資産合計 △4,342,027 △828,436

負債純資産合計 3,160,382 44,574
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(2)【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成23年８月１日
　至 平成24年４月30日)

当第３四半期累計期間
(自 平成24年８月１日
　至 平成25年４月30日)

売上高 2,792,188 2,822,656

売上原価 4,017,941 2,895,691

売上総損失（△） △1,225,752 △73,034

販売費及び一般管理費 375,161 277,040

営業損失（△） △1,600,914 △350,075

営業外収益

受取利息 2,041 12

受取配当金 115 －

受取手数料 14,974 451

貸倒引当金戻入額 20,899 －

解約損失引当金戻入額 10,000 －

雑収入 198 24

営業外収益合計 48,229 488

営業外費用

支払利息 66,674 24,645

その他 7,575 5,267

営業外費用合計 74,249 29,912

経常損失（△） △1,626,934 △379,499

特別利益

債務免除益 473,052 3,895,209

未払金戻入益 27,000 －

新株予約権戻入益 705 829

特別利益合計 500,758 3,896,039

特別損失

投資有価証券売却損 － 1,305

特別損失合計 － 1,305

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △1,126,176 3,515,234

法人税、住民税及び事業税 919 910

法人税等合計 919 910

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,127,096 3,514,324
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【継続企業の前提に関する事項】

当社は、前事業年度まで５期連続で営業損失、経常損失を計上し、当第３四半期累計期間においても、３億50

百万円の営業損失、３億79百万円の経常損失を計上しました。また前事業年度に44億69百万円の当期純損失を

計上して43億42百万円の債務超過に陥りました。当第３四半期累計期間は35億14百万円の四半期純利益を計

上したものの債務超過を解消するまでには至らず、債務超過の額は８億28百万円となっております。さらに、

事業再生ＡＤＲ手続の中で全金融機関との間で合意した債務弁済計画案の一部について変更を余儀なくされ

ている状況にあります。これらにより、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在

しております。

当該状況を解消すべく当社は次の施策を実施しております。

①　事業再生ＡＤＲ手続の対象となる不動産の売却がすべて終了したことから、当社は今後人員を拡充

し、新規物件の仕入れ、販売にエネルギーを注力する方針です。

②　金融機関に対して平成24年７月末に弁済予定であった債務について、支払時期の繰り延べを要請しま

したが、平成25年７月期第１四半期累計期間において弁済しております。

③　平成24年７月に希望退職者の募集を行った結果、当社の従業員数は平成25年４月30日現在５名となっ

ております。これによる固定費削減効果は年間30百万円を見込んでおります。その他の販売費および一

般管理費についても事務所賃貸面積の縮小などにより一層の削減を進めてまいります。

④　当社は平成25年７月期末までに債務超過を解消しなければ株式会社東京証券取引所が規定する上場

廃止基準に抵触することから債務超過の解消策について検討しております。解消策が決定した場合は

速やかに発表する予定です。

しかしながら、これらの対応策は実施途上であり、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認

められます。

なお、四半期財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影

響を四半期財務諸表には反映しておりません。

　

【会計方針の変更等】

該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

　

【追加情報】

該当事項はありません。

　

【注記事項】

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、当第３四

半期累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、前第３四半期累計期間（自　平

成23年８月１日　至　平成24年４月30日）および当第３四半期累計期間（自　平成24年８月１日　至　平成

25年４月30日）とも該当事項はありません。

　

(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自  平成23年８月１日  至  平成24年４月30日)
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１．配当金支払額

該当事項はありません。

　

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　

当第３四半期累計期間(自  平成24年８月１日  至  平成25年４月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

　

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　

(金融商品関係)

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき注記を省略しております。

　

(有価証券関係)

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき注記を省略しております。

　

(デリバティブ取引関係)

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき注記を省略しております。

　

(持分法損益等)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第３四半期累計期間(自  平成23年８月１日  至  平成24年４月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント

合計
調整額
（注１）

合計
不動産再活事業

不動産賃貸
収益等事業

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 2,468,095324,0932,792,188 ― 2,792,188

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 2,468,095324,0932,792,188 ― 2,792,188

セグメント利益又は損失（△） △1,501,044156,096△1,344,948△255,966△1,600,914

(注) １．セグメント利益又は損失（△）の調整額△255,966千円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費（全

社費用）であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業損失と調整を行っております。

Ⅱ  当第３四半期累計期間(自  平成24年８月１日  至  平成25年４月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント

合計
調整額
（注１）

合計
不動産再活事業

不動産賃貸
収益等事業

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 2,706,342116,3142,822,656 ― 2,822,656

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 2,706,342116,3142,822,656 ― 2,822,656

セグメント利益又は損失（△） △187,344 48,564△138,780△211,294△350,075

(注) １．セグメント利益又は損失（△）の調整額△211,294千円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費（全

社費用）であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

　

項目
前第３四半期累計期間
(自  平成23年８月１日
至  平成24年４月30日)

当第３四半期累計期間
(自  平成24年８月１日
至  平成25年４月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期
純損失金額（△）

△112円68銭 350円37 銭

    (算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）(千
円)

△1,127,096 3,514,324

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純損失
金額（△）(千円)

△1,127,096 3,514,324

    普通株式の期中平均株式数(株) 10,002,350 10,030,445

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株
式で、前事業年度末から重要な変動があったものの
概要

― ―

(注）１　前第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失で

あるため、記載しておりません。

２　当第3四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため、記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

１.　当社は、平成25年５月22日付で以下のとおり借入を行いました。

1.　借入日 平成25年５月22日

2.　金額 80百万円

3.　金利 年５％

4.　返済期限 平成25年10月22日

5.　貸付人 秋元竜弥

　 （住所：東京都目黒区）

6.　担保状況 無担保、無保証

7.　資金使途 運転資金

8.　当社との関係
 

当社普通株式を2,578,916株、Ｂ種優先株式を10,003株、Ｃ種優先株式を810,114株、Ｄ種
優先株式を810,112株保有しております。人的関係、取引関係はありません。

　

２.　当社は、平成25年６月14日付で以下のとおり借入を行いました。

1.　借入日 平成25年６月14日

2.　金額 70百万円

3.　金利 年５％

4.　返済期限 平成25年10月22日

5.　貸付人 秋元竜弥

　 （住所：東京都目黒区）

6.　担保状況 無担保、無保証

7.　資金使途 運転資金

8.　当社との関係
 

当社普通株式を2,578,916株、Ｂ種優先株式を10,003株、Ｃ種優先株式を810,114株、Ｄ種
優先株式を810,112株保有しております。人的関係、取引関係はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社アルデプロ(E04023)

四半期報告書

33/35



独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年６月14日

株式会社アルデプロ

取締役会  御中

明誠監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    市　　原　　　豊    印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    武　　田　　　剛    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社アルデプロの平成24年８月１日から平成25年７月31日までの第26期事業年度の第３四半期会計期間（平

成25年２月１日から平成25年４月30日まで）及び第３四半期累計期間（平成24年８月１日から平成25年４月

30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

　
四半期財務諸表に対する経営者の責任　

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

　
監査人の責任　

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に

対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施

される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において

一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手

続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アルデプロの平成25年４月30日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

　
強調事項
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１．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前事業年度まで５期連続で営業損失、経常

損失を計上し、当第３四半期累計期間においても、３億50百万円の営業損失、３億79百万円の経常損失を計

上している。また前事業年度に44億69百万円の当期純損失を計上して43億42百万円の債務超過となってい

る。当第３四半期累計期間は35億14百万円の四半期純利益を計上したものの債務超過を解消するまでには

至らず、債務超過の額は８億28百万円となっている。さらに、事業再生ＡＤＲ手続の中で全金融機関との間

で合意した債務弁済計画案の一部について変更を余儀なくされている。これらの状況により、継続企業の前

提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重

要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由について

は当該注記に記載されている。四半期財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な

不確実性の影響は四半期財務諸表に反映されていない。

２．重要な後発事象に記載されている通り、会社は平成25年５月22日に80百万円、平成25年６月14日に70百万

円の借入を実行した。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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